
 

 

 

 

 

 

 

 

第４次吉賀町特定事業主行動計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月  

 
 

 



目  次 

Ⅰ 総論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

３ 計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

⑴ 行動計画策定・実施委員会 

⑵ 担当者の配置 

⑶ 行動計画の内容の周知徹底 

⑷ 対策の実施や計画の見直し 

⑸ 教育委員会の教育職員 

Ⅱ 数値目標  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

Ⅲ 目標達成のための取組   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

１ 働き方改革・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

⑴ 時間外勤務の縮減 

⑵ 年次有給休暇の取得促進 

２ 育児・介護と仕事の両立支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

⑴ イクボス宣言の推進 

⑵ 休暇・休業制度の周知徹底と認知度向上 

⑶ 妊娠中における配慮 

⑷ 男性職員の家庭生活への積極的な参画 

⑸ 育児や介護に関する休暇・休業を取得しやすい環境の整備等 

３ 男女が共に活躍できる職場づくりとジェンダーギャップの解消 ・・４ 

⑴ 男女が共に活躍できる職場づくり 

⑵ ジェンダーギャップの解消のための取組 

⑶ 吉賀町男女共同参画計画との連携 

⑷ 会計年度任用職員の勤務環境の改善 

４ その他次世代育成支援対策に関する事項 ・・・・・・・・・・・・５ 

⑴ 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

⑵ 子どもとふれあう機会の充実 



1 

 

Ⅰ 総論 

１ はじめに 

我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、平成１５年７月に「次世代育成支援対策

推進法」が制定され、仕事と子育ての両立を支援する環境づくり等を目的とした、事業主行動

計画の策定が、国や地方公共団体、民間事業主に義務付けられました。 

そのため、吉賀町においても、平成２０年１２月に「吉賀町特定事業主行動計画」を策定

し、職員が仕事と子育ての両立が図ることができるよう、職員のニーズに即した取組を推進し

てきました。 

その後、平成２７年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推

進法）」が成立し、女性の職業生活における活躍を推進するための事業主行動計画の策定が新

たに義務付けられたことを踏まえ、平成２８年３月に計画を改訂し、一体的な取組を進めてき

たところです。 

今後も、私たちは、職場環境の状況把握と分析により、男女が社会の対等な構成員として多

様な生き方、働き方を実現することができ、それにより、ゆとりがある豊かで活力あふれる職

場づくりにつなげられるよう、次世代の育成支援と仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現に向けて取り組んでいきます。 

 

２ 計画期間 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間を計画期間とします。 

 なお、職場環境の状況把握と分析、計画の進捗状況に応じ、必要が生じた場合は、計画の見直

しを行います。 

 

３ 計画の推進体制 

⑴  行動計画策定・実施委員会 

次世代育成支援及び女性の活躍に向けた取組を進めるため、「吉賀町特定事業主行動計画

策定・実施委員会設置要綱」に基づき、吉賀町特定事業主行動計画策定・実施委員会を設置

します。 

⑵ 担当者の配置 

相談・情報提供を行う窓口の設置及び当該相談・情報提供等を適切に実施するための担当

者の配置を行います。 

⑶ 行動計画の内容の周知徹底 

    啓発資料の作成、研修の実施等により、行動計画の内容を周知徹底します。 

⑷ 対策の実施や計画の見直し 

本計画の実施状況は、年度毎に、特定事業主行動計画策定・実施委員会において把握等を

した結果や職員のニーズを踏まえて、その後の対策や計画の見直しを図ります。 
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⑸ 教育委員会の教育職員 

教育委員会の教育職員は、業務の特殊性から、基本的に島根県が策定する計画を踏まえ、

できるかぎり町計画との融合を図りながら取り組んでいくこととします。 

 

Ⅱ 数値目標 

 本計画期間の最終年度である令和１１年度までの数値目標を以下のとおり設定します。 

  

指標 現状値 目標値[令和１１年度] 

１ 働き方改革 

各職員の年間の時間外勤務時間数 
年間１４５時間 

(令和５年度) 
年間１４０時間以下 

年間の時間外勤務３６０時間以上の職員数 
３人 

(令和５年度) 
０人 

年次有給休暇の年間平均取得日数 
１３．２日 

(令和６年) 
１４日以上 

２ 育児・介護と仕事の両立支援 

男性職員の育児休業取得率※1 
令和 7 年度まで １週間以上の育児休業取得率 

令和 11年度まで ２週間以上の育児休業取得率 

３３．３％ 

(令和５年) 
８５％ 

男性職員の配偶者出産休暇取得率※1 
１００％ 

(令和５年) 
１００％ 

男性職員の育児参加休暇取得率※1 
６６．６％ 

(令和５年) 
１００％ 

３ 男女が共に活躍できる職場づくりとジェンダーギャップの解消 

管理職(所属長)に占める女性職員の割合 
２７．３％ 

(令和６年度) 
３０％以上 

※育児休業及び各休暇を取得できる会計年度任用職員を含めた全職員 

 

Ⅲ 目標達成のための取組 

１ 働き方改革 

⑴ 時間外勤務の縮減 

① 時間外勤務縮減のための意識啓発等 

ア 時間外勤務の上限時間を設定し、上限時間を超えた場合には事後的な検証を行います。 

イ 所属長は、時間外勤務縮減について注意喚起を行います。 

ウ 時間外勤務の多い職員に対して、必要に応じて健康指導を実施し、時間外勤務の縮減に
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対する意識付けを行います。 

エ 定時退庁日には、庁内放送等による注意喚起を図るとともに、所属長は率先して定時退

庁を行います。 

② 弾力的な人員配置や業務の効率化・平準化 

新規業務が生じる中で、時間外勤務を縮減するために、既存業務について目的、効果、必要

性等について見直しを行い、事務の合理化を推進します。 

また、時間外勤務の要因を検証し、必要に応じて、他の庁内委員会と連携し、職員の適切な

配置と業務の効率化・平準化に務めます。 

③ 時間外勤務の制限の周知 

介護や子どもを養育する職員の時間外勤務の制限について、制度の周知を図ります。 

⑵ 年次有給休暇の取得促進 

所属長は職員の年次有給休暇の取得状況を定期的に把握するとともに、職員自身も計画的な休

暇取得に取り組みます。取得日数の少ない職員については、計画的な年次有給休暇の取得を促しま

す。 

 

２ 育児・介護と仕事の両立支援 

⑴ イクボス1宣言の推進 

職場全体で働きやすい職場環境の整備に取り組むため、「イクボス宣言」の実施を推進するとと

もに、宣言内容の実施状況について定期的に確認します。 

⑵ 休暇・休業制度の周知徹底と認知度向上 

出産・育児及び介護等に関する各種制度の認知度を向上させるため、わかりやすい制度の周知方

法について検討し、積極的な周知に努めます。 

⑶ 妊娠中における配慮 

妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行うとともに、妊娠中の職員に対して

は、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として命じないこととします。 

⑷ 男性職員の家庭生活への積極的な参画 

男性職員が出産・育児に積極的に参画できるよう、出産・育児に関する休暇・休業制度を周知し、

所属長や人事部局から積極的な働きかけを行います。 

⑸ 育児や介護に関する休暇・休業を取得しやすい環境の整備等 

① 育児や介護に関する休暇・休業を取得しやすい職場風土の醸成 

ア 所属長は、女性職員及び男性職員の配偶者における出産予定日を早期に把握するように

努め、業務分担の検討や対象者への制度の周知を行い、出産・育児休業等を取得しやすい環境

整備を図ります。 

                         
1 イクボス：職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、部下のキャリアと人生を応援しなが

ら、組織の業績も結果を出しつつ自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司（経営者・管理職）のこと。 



4 

 

イ 育児休業や介護休暇等の取得により、職場内の人員配置だけでは業務の遂行が困難な場

合は、会計年度任用職員等の採用により代替職員の確保に務め、職場の業務負担軽減を図り

ます。 

② 育児休業や介護休暇を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

ア 育児休業・介護休暇中の職員に対して、職場の状況や制度改正など必要な情報の提供を

行います。 

イ 復帰までの期間中は、所属長との面談を行い、職場復帰のためのサポートを適切に実施

します。 

③ 仕事と介護の両立支援制度の強化 

法律の改正に伴い、仕事と介護の両立支援制度が強化されます。介護離職防止のための職

場環境整備と制度の周知・意向確認を推進します。 

 

３ 男女が共に活躍できる職場づくりとジェンダーギャップ2の解消 

⑴ 男女が共に活躍できる職場づくり 

性別にかかわらず、職員一人一人が能力を十分に発揮できるような職員配置を行うとともに、必

要に応じて人材育成基本方針を見直します。 

また、能力に応じた女性職員の管理職(所属長)への登用を積極的に行います。 

⑵ ジェンダーギャップの解消のための取組 

① ジェンダーギャップ解消について、情報提供や意識啓発を行います。 

② 性別によらず多様な人材が共に活躍できるよう、福利厚生制度などの職場環境改善を図りま

す。 

③ ハラスメントの発生を未然に防ぐため、全職員に研修を受講するよう促すとともに、ハラス

メント等防止のための研修会を通じ、意識啓発を行います。 

⑶ 吉賀町男女共同参画計画との連携 

「吉賀町男女共同参画計画」は、男女共同参画社会基本法第１４条に基づく市町村男女共同参画

計画であるとともに、女性活躍推進法第６条に基づく市町村推進計画です。 

吉賀町における男女共同参画社会の実現を図るため、行政として主体的に施策に取り組むとと

もに、吉賀町男女共同参画計画と連携し、目標達成に取り組みます。 

⑷ 会計年度任用職員の勤務環境の改善 

会計年度任用職員については、勤務状況を適切に把握するとともに、家庭と仕事の両立支援制度

やハラスメント等の相談体制を周知します。また、業務に必要な研修等を実施します。 

 

４ その他次世代育成支援対策に関する事項 

                         
2 ジェンダーギャップ：「ジェンダー」とは、先天的・身体的・生物学的に個体が持つ性別に対し、「社会的・文化的

に形成された性別」のこと。「ジェンダーギャップ」とは、男女の違いにより生じる格差のことをいう。 
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地域社会の中で、子どもたちの豊かな人間性を育むための次世代育成支援対策について、以下の

取組を推進します。 

⑴ 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

① 子どもの体験活動等の支援 

ア 子ども・子育てに関する活動等の地域貢献活動等への職員の積極的な参加を支援します。 

イ 子どもが参加する地域の貢献活動に敷地や施設を提供し、学習会等の行事においては職

員が専門分野を活かした指導を実施します。 

② 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

ア 交通事故防止について注意喚起の通知による呼びかけを実施します。 

イ 公務に関し自動車運転を行う者に対し、交通安全講習会の実施や専門機関等による安全

運転に関する研修の受講を支援します。 

③ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の自主的な防犯活動

や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加を支援します。 

⑵ 子どもとふれあう機会の充実 

① 子どもを対象とした職場見学を希望に応じ実施します。 

② 各種レクレーション活動の実施に当たっては、子どもを含めた家族全員が参加できるよう支

援します。 

 


